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事務所兼共同住宅 小規模工場、共同住宅等
が見られる混在住宅地域

船堀1 ㎞

特にない 基準方位北側に接
面する幅員７．３
ｍ区道が標準的

都営新宿線船堀駅北東
方
1 ㎞

新型コロナ感染の影響も穏やかになり、地価は持ち直しほぼ安定的に
推移している。

最寄り駅から徒歩圏に位置する混在地域で、割安感、利便性もあり、
地価は新型コロナの影響から回復し堅調に推移している。

格別の変動要因はない。

一般住宅のほか小規模工場、共同住宅等が混在する既成市街地で、用途的には格別の変動要因はない。船堀駅か
ら徒歩圏に位置するため、地価は新型コロナの影響もあまり受けず引き続き底堅く維持するものと予測する。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　近隣地域を含めた都営新宿線各駅の住宅地域では、貸家による収益確保よりも自用の住宅地等を求める需要が中心で
、対象基準地上に賃貸住宅を想定した収益価格より、類似地域から実際の取引事例を多数収集し比準して求めた取引事
例比較法による試算価格の方が数段精度は高く、規範性も高い。収益価格に比較し比準価格が大きく上回るが、取引実
態を現す比準価格を重視し、指定基準地及び標準地との動向・均衡も考慮し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は都営新宿線の各駅を最寄り駅とする徒歩圏に位置する住宅地域で、バス便も活用できる地域。需要者の
中心は地元で地縁的選好性を有する自用の住宅を求める個人か、隣接市区からの買い替え層あるいは販売目的の中小不
動産業者である。市場の中心価格帯は戸建て向き土地総額で３千万円前後、新築建物付の建売で４千万～５千万円前後
である。都心への利便性も比較的良く、新型コロナの影響もあまり受けず地価は底堅く維持している。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

江戸川(都) － 28
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の適用
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基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 7

江戸川(都)　 － 28 東京都 区部第１２ 不動産鑑定士  森田　元            

不動産鑑定サロン

令和 4 6 21

令和 4 7 5

江戸川区松江四丁目５６２４番１
「松江４－２２－１３」
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